
意見 回答

１　利用者対応、サービスの充実について

　各特別養護老人ホームの所得階層別入所者数を見
ると、第３段階（特別区民税非課税世帯）以下の方が
入所者全体の８～９割を占めている傾向が続いている
ようである。
　今後も、低所得高齢者が安心して入所できる施設と
して、積極的な受入を継続していただきたい。

　高齢者相談センターと連携を進める中、低所得者の
ほか様々な理由による入所困難者の受入について、
各施設へご相談をいただくことがあります。
　当法人では、今後とも、安心を継続する使命を自覚
し、積極的な受入を行っていきます。

　各施設の人員配置について、これまで取り組んでき
た法定数以上の配置を継続し、充実したサービス提供
を行える体制を持続的なものとしてほしい。

　介護報酬の設定上、増員は困難ですが、今後とも、
法定数を超えた人員配置の継続が可能となるよう努め
ます。また、職員の人材育成を充実し、より効果的な
サービス提供が可能な体制づくりを進めていきます。

　施設稼働率の向上を目指し、これまでの運営状況を
分析し、今後のさらなる改善策を検討してほしい。

　利用者の高い満足度の現れとして、また、経営上の
目標としても稼働率の向上は重要な命題です。これま
でも、様々な工夫を行ってきましたが、一層の努力を重
ねていきます。
　まずは、事故や感染症、疾病の予防に努め、入院者
を減らす取組を進めていきます。これにより、結果とし
て稼働率の向上につなげていきます。
　また、計画的な事前入所面接を実施し、入所準備に
要する期間の短縮化を図ります。
　この他、ショートステイの空床情報の効果的な発信、
感染症の発生予防、ご家族の休息（レスパイト）ととも
に、ご本人にとっても滞在したいと思える楽しみのある
施設づくりの推進等、様々な取組を進めていきます。
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　区では、様々な理由により親族からの支援が受けら
れない高齢者の後見人となる人材として、社会貢献型
後見人の普及を推進しているが、後見人として活動で
きる機会、場が少ないのが現状である。
　各施設においては、社会貢献型後見人の普及に向
け積極的な協力をお願いしたい。

　現在、大泉特別養護老人ホームにおいて１名の職員
が社会貢献型後見人として地域で活動しています。
　後見人の選定に施設は関与できませんが、法律家等
の専門職のみでは人材が不足する現状に対し、社会
貢献型後見人の普及は重要な問題と考えています。
後見人を必要とする方等に対し、区と連携しながら、制
度の周知、情報提供等に努めていきます。

　災害時の職員参集訓練について、大泉特別養護老
人ホームでの取組を継続するとともに、他施設におい
ても同様の取組を充実してほしい。

　資料１p21に記載した大泉の事例のほか、各施設に
おいても同様の取組が既に実施されています。
　今後とも、定期的に訓練を実施し、緊急時に即応でき
る体制の充実を図ります。

　特別養護老人ホームは、重度要介護者が入所する
施設であり、災害時においても切れ目なくサービス提
供が行える体制を確保する必要がある。
　震災時事業継続計画（ＢＣＰ）等が実効性のある計画
となるよう、定期的な見直しに取り組み、入所者が安心
して暮らせる施設運営を維持、継続していただきたい。

　特別養護老人ホームは、入所者にとっては生活の
場、すなわち「住まい」であり、365日24時間の安定的
な稼動が求められます。
　ＢＣＰは少なくとも、年１回は更新し、適宜見直しをし
ていきます。また、各施設長を中心に、入居者の多くが
重度要介護者である特別養護老人ホームの実態に合
わせた対応が図れるよう、体制作りを進めていきます。

　区では、福祉的ケアが必要な方を対象とした福祉避
難所の整備を進めている。今年度はガイドラインを作
成したが、その際、練馬区社会福祉事業団にも協力を
いただけたことは感謝している。
　今後は、ガイドラインの実効性を保つための取組に
対して引き続き協力をお願いしたい。

　策定された枠組みに対して、具体的な運営を円滑に
行うことは、特別養護老人ホーム、併設デイサービス
センターの他、区立施設の指定管理者でもある当法人
の使命と考えています。
　通常時のデイサービスセンターを閉鎖し、福祉避難
所として運営するにあたり、実務レベルにおいてどのよ
うな問題点が発生するか、施設間の合同訓練等を通じ
て検証し、改善を進めていきます。

２　利用者の権利擁護について

３　災害時の対応について
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　看取り介護（ターミナルケア）推進への取組を充実し
てほしい。
　介護報酬上の加算が適用されるためには様々な条
件があり困難な点も多いと思われるが、多くの高齢者
は住み慣れた場所で最後を迎えたいという意向を持っ
ている。特別養護老人ホームに求められる、「終の住
まい」としての役割を十分に果たせるよう、取組を進め
てほしい。

　ターミナルケアは、医師の診断が必要となるため、早
朝、夜間等、時間帯によっては即応が難しい場合があ
り、必ずしも介護報酬上の算定対象とならない場合も
あります。
　しかしながら、入居者やご家族等から多くの要望をい
ただいており、特別養護老人ホームに求められる役割
として必要性が高いと認識しております。今後も、ご本
人や家族等の意思を尊重しながら、積極的に取り組ん
でいきます。

　看取り介護（ターミナルケア）を推進する一方、人間
の死を間近に見ることになる職員に対し、心理的負担
を軽減するためのケアを充実してほしい。

　ターミナルケアに携わった職員には、事後に感想を
報告させ、上司からの助言とともに、自らの取組内容を
振り返る機会を設けています。経験を重ねることによ
り、人としての尊厳を保ちながら自然にお亡くなりにな
ることへの畏敬の念が育まれ、入所者に対し、最後ま
でこの施設でお世話したいという職員の意欲につな
がっています。
　また、退所後のご家族から伺ったご意見や感謝の言
葉は、施設長から担当職員へフィードバックし、以後の
業務へのモチベーション向上に役立てています。

　看取り介護（ターミナルケア）の取組によって蓄積した
ノウハウについて、練馬介護人材育成・研修センター
による研修実施等を通じて、区内他事業所へも発信
し、区全体における介護の質の向上に寄与してほし
い。

　ターミナルケアに限らず、介護サービスに対する満足
度を高めるためには、ご本人はもちろん、ご家族との
信頼関係を築くことが最初に求められます。
　ご本人の施設内での生活状況や、病態等について、
ご家族への説明が不十分な場合、ご家族が希望する
介護と、施設が提供する介護の内容が異なってしまう
懸念が生じます。このようなことが無いよう、ご本人の
日常の様子を適切かつ細やかに伝える努力が必要で
す。
　ご本人の意向に添いながらも、ご家族に対し十分な
説明を行い、施設への満足度を高めていく運営ノウハ
ウについて、研修センター事業等を通じて、区内他事
業所の方にもお伝えできるよう努めます。
　また、従来から当法人で実施している、実践報告会
について、今年度からは外部団体の報告も取り入れ、
一般区民も参加できる催しとする予定です。また、来年
度からは周知を強化し、地域の事業者等、様々な立場
の方々と情報交換ができる機会としていく取組に着手
する予定です。

４　特別養護老人ホームにおける看取り介護（ターミナルケア）について

3



意見 回答

平成25年度「民営化特別養護老人ホーム等の運営にかかる意見交換会」　意見と回答

特別養護老人ホームに併設するショートステイについ
て、空床の情報を速やかにケアマネジャーに周知し、
必要とする方にお待ちいただくことなく、サービスを利
用できるよう工夫してほしい。

　ショートステイの空床発生時には、まず当法人のケア
マネジャーに周知し、サービス利用が必要な方へ速や
かに情報が伝わるように努めています。
　外部から相談を受けた場合には、当該施設に留まら
ず、法人内他施設を含めた空床状況を照会・回答し、
できるだけ速やかに入所できるよう対応しています。
　なお、状況が変動しやすいため、現在は法人ホーム
ページでの情報提供は行っておらず、電話等により対
応しておりますが、今後は、インターネットを活用した空
床情報の提供についても検討してまいります。

　ショートステイは必要性の高いサービスであることは
確かだが、利用によりかえって日常生活動作（ＡＤＬ）機
能が低下してしまうケースが見られる。
　練馬区社会福祉事業団が運営するショートステイに
おいては、そのようなことの無いように努めてほしい。

　ショートステイでは、高水準のバリアフリー設備やス
タッフの介助により、在宅であれば自分自身で行って
いた動作等を、ご自分でやらなくても良い状態になって
しまい、結果としてＡＤＬが低下する事例があると聞い
ています。
　これに対し、ショートステイの目的は、ご本人、ご家族
の身体的負担を軽減することに加え、在宅生活を維持
するための機能の維持向上が含まれています。
　当法人においては、各職員に対し、研修、会議等の
様々な機会を通じ、サービス提供の目的を再認識させ
る意識改革を行う事で、適切なサービス提供の在り方
について、自ら考えることができる職員の育成に努め
ています。また、機能訓練等の個別の対応にも努めて
おります。

５　ショートステイについて
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　介護および介護の仕事に対する理解を広める啓発
は今後も重要な課題となる。積極的な協力をお願いし
たい。また、将来的な介護人材の不足に備えた取組に
ついて、今後、さらなる充実を図ってほしい。

　当法人では、介護に対する理解を深め、介護の仕事
に対する関心を高めるため、児童、生徒に対する事業
を推進しています。
　中学生向けに介護施設でのボランティア体験、高校
生向けには授業で講義を行う等の取組を実施してお
り、参加者からのアンケート結果も良好です。
　今後も、これらの取組を継続していきます。

　介護職の早期離職を防ぐ仕組みづくりは、今後も大
きな課題となると考える。
　練馬区社会福祉事業団においても、介護職の定着
化に向け、協力をお願いしたい。

　(公財）介護労働安定センターが実施した調査結果等
を見ると、在職期間が短い職員の離職理由として「法
人の考え方と合わない」、「職場の人間関係」を挙げる
割合が高いことがわかります。
　そこで、当法人では各職員に対し上司との育成面接
を定期的に実施し、本人の状況や意向を踏まえた継続
的なコーチングにより定着化を図っています。
　また、研修制度の充実や、先進的なケア手法の研究
等、職員のモチベーション向上につながる取組を積極
的に行い、当法人の職員として誇りを持って業務に打
ち込めるよう、様々な支援を行っています。
　これらの取組によって得たノウハウは、練馬介護人
材育成・研修センター等を通じて、区内他事業所にも
伝えていけるよう努めます。

　職員の人材育成に向けた具体的な取組について、さ
らなる充実を図ってほしい。

　当法人における人材育成は、①介護技術の向上、②
組織人としての意識向上を柱とし、様々な取組を進め
ています。
　具体的には、研修の機会を適切に設ける一方、日常
業務におけるＯＪＴを効果的に行えるよう、事業所内の
先輩職員等によるプリセプター制度や、キャリア段位
制度を実行しています。また、施設長等の評価者が適
切な評価を行えるよう、評価者研修を実施し、職員が
意欲を持って働ける環境づくりを進めています。
　今後も、これらの取組を継続し、職員の人材育成を
図ることで、職員の定着化や利用者の満足度向上に
つなげていきます。

　人材育成について、今後は専門職としての介護職員
の育成の他、地域に潜在する人材の育成が重要とな
る。定年を迎え、地域での活動機会を模索する団塊世
代等、それまでの人生で様々な知識、経験を養ってき
た人材を活用し、地域を活性化させる取組に積極的な
協力をお願いしたい。

　練馬区社会福祉事業団が運営する、練馬介護人材
育成・研修センターを中心に、区の高齢者福祉、介護
保険施策に対して、積極的に協力していきます。

６　介護人材等の育成、確保について
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　区は委託事業や指定管理者等、様々な機会に区民
雇用の促進を図っている。練馬区社会福祉事業団に
おいても、区民雇用を進めることは、災害時の参集が
容易になる、地域の実情に通じた職員の確保につなが
る等の利点があると考えられる。
　今後も、積極的に区民雇用の充実に努めていただき
たい。

　当法人では、地域に通じた区民の雇用を積極的に進
めており、非常勤職員の多くは近隣にお住まいの方で
す。また、正規職員についても西武池袋線、新宿線の
沿線に居住し、緊急時にすばやく参集できる環境にあ
る職員が多くなっています。
　今後も、同様の方針を継続し、区民雇用の促進に取
組んでいきます。

　障害者の雇用を積極的に進め、様々な立場の方が
働ける、働きやすい職場環境づくりに取り組んでほし
い。

　障害者雇用について、現在、19名を雇用しており、法
定雇用率2.0％に対し、当法人は2.2％の実績です。
　また、（公財）練馬区障害者就労促進協会（レイン
ボーワーク）と定例会議を行い、各職員の出勤時間、
日数、業務内容等を詳細に調整することで、継続的な
就労支援を行っています。
　今後も、障害者が適性と能力に応じた職務に就き、
その能力を発揮して社会経済活動に参加できる職場
環境づくりを進めていきます。

７　区民雇用、障害者雇用の促進について
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　収支状況は概ね良好であることが伺える。決算剰余
金については、区内の高齢者福祉の推進に寄与する
新規事業に充てる等、有効活用の方策を検討してほし
い。

　当法人が管理運営する施設の修繕に要する資金を
積み立て、安定的な施設運営を図っています。この
他、退職給与引当金の積立等、一定程度の資金を確
保する必要があります。
　一方、特別養護老人ホーム等の民営化にあたり、区
から土地・建物を無償で借り受けているメリットを活か
し、練馬区の高齢者福祉の推進に寄与する事業に対
し、積極的に取り組む必要があると認識しております。
そこで、平成26年度は、当法人としては初めての都市
型軽費老人ホームの整備を行う計画です。新規施設
の開設にあたっては、整備工事費の他、数カ月分の運
転資金が必要となるため、決算剰余金の一部はこれら
に充当し、質の高い施設整備の実現を目指します。

　区の高齢者福祉の推進に向け、今後も整備が必要と
なるサービスについて、積極的な参入を検討してほし
い。

　特別養護老人ホームについては、民営化４施設の
他、平成25年５月に開設した上石神井特別養護老人
ホームの運営状況を見極めながら、今後の事業計画
を検討していきます。
　地域密着型サービスについては、グループホームへ
の参入可能性について引き続き検討します。新サービ
スである定期巡回・随時対応型訪問介護看護につい
ては、看護師の確保が課題となるため、医療機関との
連携の構築等、研究を重ね、実現に向けたノウハウの
蓄積を進めてまいります。

　今後の介護サービスのあり方として、在宅サービス
の充実が求められる。
　国においても、特別養護老人ホーム運営法人のノウ
ハウを活用した、24時間対応サービスをはじめとする、
今後必要度が高まるサービスへの参入促進が議論さ
れているところである。
　練馬区社会福祉事業団には、積極的な取組を期待し
たい。

　いずれのサービスにおいても、区内における整備状
況から見通せる需給バランスの推移を分析した上で、
参入を検討する必要がありますが、サービス種別に
よっては、高齢化の進行によるニーズ上昇に加え、潜
在的なニーズの発掘が進むことで、参入余地が拡大す
る可能性はあると考えます。
　一方、当法人においては上石神井特別養護老人
ホームをはじめとする新規事業に積極的に取り組む
中、法人運営および各施設の適切な管理を持続的に
行うために、計画的な資金収支を図っていく必要性が
生じています。
　また、24時間対応サービスについては、課題である
看護師の確保策を検討しながら、研究を重ねていきま
す。

　区では現在、第6期練馬区高齢者保健福祉計画・介
護保険事業計画（平成27～29年度）の策定に着手して
いる。新規計画では、前例の無い高齢化に対応するた
め、様々な施策、事業を企画する必要がある。
　計画策定および実施にあたり、練馬区社会福祉事業
団の協力をお願いしたい。

　区が設置した外郭団体であり、区内最大の介護サー
ビス事業者としての使命を自覚し、区の高齢者福祉、
介護保険施策の推進に対し、積極的に協力していく所
存です。

８　新規事業への取組、区高齢者福祉の向上への協力について
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